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はじめに 

 

平成２５年に庁舎整備基本構想及び基本計画に基づき、庁舎整備事業を開始しましたが、平成

２３年３月の東日本大震災からの震災復興事業等及び今年実施される東京オリンピック、パラリ

ンピック需要の建設労働者不足、労務費や資材価格の急激な高騰に伴う財政状況などを勘案し、

新庁舎の建設を延期せざるを得ない状況となりました。 

このため、来庁者や職員などの安全を確保する必要性から、早期の仮庁舎への移転の緊急性、

移転に係る期間、費用について検討した結果、仮庁舎を令和６年度末（２０２５年）までの間、

木更津駅西口駅前のスパークルシティ木更津及び朝日地区の商業施設イオンタウン朝日の２ヶ所

の民間施設に分庁することを決定し業務を行っております。 

平成２８年度に木更津市公共施設再配置計画を策定し、令和元年にこの計画に基づく基礎調査

を行い公共施設の配置について市の方針が示されたこと、並びに令和６年度末で現在の仮庁舎の

賃借契約が終了することより、庁舎整備事業を再検討するため、令和元年７月に学識経験者・関

係団体を代表する者・公募市民の９名で構成された木更津市庁舎整備検討委員会より、平成２５

年４月に策定された庁舎整備にかかる基本的な方針の見直しを行った答申を受けました。 

この答申を受けて改訂を行った本基本構想は、新庁舎整備にあたって～市庁舎は時代の変化に

合わせフレキシブルに～の基本概念の基、他の公共施設との配置のバランス、複合化等を考慮し、

検討を行ったものであります。 
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1．仮庁舎の現状と新庁舎整備の必要性 

 

1-1 新庁舎整備に係る検討の経緯 

２０１３年（平成２５年）４月に策定した庁舎整備基本構想、同年１０月に策定した庁舎整備

基本計画に則り、１２月に庁舎整備事業の入札広告を行ったところ、２０１１年（平成２３年）

３月の東日本大震災からの震災復興事業等及び今年実施される東京オリンピック、パラリンピッ

ク需要の建設労働者不足、労務費や資材価格の急激な高騰を受け、事業費が予定価格を大幅に上

回ることとなったため、２０１４年（平成２６年）３月に庁舎整備事業の入札参加表明者から辞

退届の提出がありました。 

この状況を受け、市庁舎整備事業について、 

１． 事業費を増額し現行の計画通りに建設する 

２． 規模を縮小して増額を抑えて建設する 

３． 建設需要の動向を注視し建設を延期する 

の３案について検討を重ねました。 

なお、検討にあたっては、それぞれの案について新庁舎の供用開始が当初の計画よりも遅れる

ことから、今後必ず発生するとされる首都圏直下型地震や相模トラフ沿いの大規模地震等に備え

るために早期の仮庁舎移転を前提としました。 

この３案について、来庁者、職員の安全を確保の必要性による早期の仮庁舎への移転の緊急性、

仮庁舎への移転に係る期間、費用について検討した結果、 

新庁舎の建設については、 

１． 建設事業費等が落ち着くと想定できる東京オリンピックが開催される令和２年（平成３

２年）後に延期すること 

２． 再開後は現市庁舎整備基本構想、基本計画に基づき推進すること 

ただし、再開する際の社会情勢、本市の財政状況等により規模、事業手法等については、

再検討を行うこと 

３． 延期の間は木更津駅西口の活性化、民間施設を利用する等との考え方から、仮移転先を

木更津駅西口駅前のアクア木更津及び木更津市朝日の商業施設イオンタウン朝日の２階

の２ヶ所に分庁すること 

を決定し、平成２７年９月に仮庁舎への移転を完了しました。 

また、耐震機能が不足している旧庁舎及び第２庁舎につきましては、倒壊の危険があったため、

平成２８年１２月から平成２９年９月までの期間で解体を行いました。 

 さらに平成２８年度（平成２９年２月）に木更津市公共施設再配置計画を策定し、新庁舎の建

設に向けては、計画的な基金の積み立てを継続すること、ＰＰＰやＰＦＩ等の民間事業者が持つ

ノウハウ、資金等を活用し、行政サービスの質の向上と経費の削減に取り組むこと等が位置づけ

られました 

 平成３０年１１月から庁舎整備庁内検討委員会を開催し、令和元年７月から庁舎整備検討委員
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会を立ち上げ庁舎整備事業の検討を再開しました。 

 令和元年９月に公共施設再配置基礎調査の中間報告が提示され、その中で公共施設の配置ポイ

ントとしては、～市庁舎は、時代の変化に合わせフレキシブルに～の題目とともに、 

市庁舎整備については、官民連携による市庁舎整備を行うこととし 

１．木更津駅西口周辺に「市庁舎、図書館」、朝日庁舎周辺に「市庁舎」をいずれも民間施設の一

部を賃借して整備すること。 

２．庁舎整備基本構想、基本計画で新庁舎の建設候補地として最善であるとされた旧庁舎敷地に

ついては、文教ゾーンとして中規模ホール等を整備すること。 

の市の方針２点が示されました。 

 これに基づき、庁舎整備検討委員会で検討し、答申を受けた結果、現在策定済の庁舎整備基本

構想、基本計画を変更し庁舎整備をすることとなったものです。 

 

 

1-2 旧庁舎の状況 

 旧庁舎は、倒壊の危険があったため、平成２８年１２月から平成２９年３月までの期間で解体

を行いました。 

 

 

1-3 仮庁舎の状況（現在の庁舎） 

 来庁者、職員の安全の確保の必要性による早期の仮庁舎への移転の緊急性、仮庁舎への移転に

係る期間、費用等を検討した結果、平成２７年９月より、市民・法人にとって使い勝手がよいこ

と、用地、建物の費用の縮減性、木更津駅西口駅前の活性化、民間施設利用等の観点から、仮移

転先を木更津駅西口駅前のスパークルシティ木更津及び木更津市朝日の商業施設イオンタウン朝

日の２階の２ヶ所が最善であると考え、分庁しております。 

 

 

1-4 新庁舎整備の必要性 

 現在の仮庁舎については、駅前庁舎、朝日庁舎ともども令和６年度に賃借契約が終了いたします。令

和６年度末（２０２５年）までの間延期した庁舎整備について、公共施設再配置計画、これに基づく

基礎調査の結果が示されたことから、賃貸契約終了後の庁舎のあり方について検討する必要がありま

す。 
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２．新庁舎整備の基本理念及び基本方針 

 

地方行政を取巻く新たな動向を踏まえた上で、より良い市民サービスの提供や効率的な行政運

営を目指した新しい地方行政施設のあり方の基本となる新庁舎建設の理念を考えます。 

 

2-1 木更津市の現状と今後の考え方 

現在の木更津市は、昔ながらの港町として発展した港湾部分を中心に街区が形成されています。

しかし近年、モータリゼーションの発達により社会基盤インフラが鉄道やフェリー等の現在の中

心市街地を形成したものから、自動車を中心とした基幹道路（東京湾アクアライン、東京湾アク

アライン連絡道、館山自動車道、首都圏中央連絡自動車道）の整備により国道や基幹道路周辺に

郊外型の大型店舗等が集積し新しい街区を形成しています。 

新庁舎の建設については、平成２８年度に策定された公共施設再配置計画に基づき、庁舎のみ

の建設を考えるのではなく、市民の用に供することが最も重要ですが、他の公共施設との配置の

バランス、複合化等を考慮する必要があります。 

 

2-2 国・県の動向及び社会情勢 

平成２３年３月の東日本大震災以降、太平洋沿岸の各自治体では、地震や津波等に関する自然

災害に考慮する自治体が増えています。 

国では、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 34 条第 1 項の規定に基づき、中央防災

会議が作成する、政府の防災対策に関する基本的な計画である「防災基本計画」を作成し、平成

２３年１２月に東日本大震災を踏まえた地震・津波対策の抜本的強化、最近の災害等を踏まえた

防災対策の見直しを行っています。 

また、千葉県においても、東日本大震災により津波・液状化による大きな被害が発生しました。

それをうけ平成２４年４月に「東日本大震災を受けての提言」を公表し、液状化しやすいマップ、

揺れやすさマップ及び津波浸水予測図を公表しています。 

本市においても平成２３年度に津波浸水発生調査を実施し「木更津市津波ハザードマップ」を

作成し、平成２５年４月から配布しています。 

令和元年９～１０月の台風１５・１９号の大雨、暴風により本市にも多大な被害があったよう

に近年では自然災害の規模が以前に比して遥かに大きくなっております 

地方行政を取り巻く新たな動向としては、景気の低迷、少子高齢化、高度情報化、地方分権、

市民意識の向上、市民協働の進展を上げることができます。 

 

2-3 基本理念と基本方針（役割） 

現庁舎の問題点や新庁舎の果たすべき役割の整理等を基に、より良い市民サービスの提供と効

率的な行政運営を目指して、新庁舎建設の基本理念、基本方針を次のように設定します。 
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・基本理念-1 地域の特徴を活かした市民に親しまれる開かれた庁舎 

これまでの庁舎は、市民が届出などの必要な手続きを行ったり、要望を伝えたりするだけの場

でありました。しかし、市民の価値観の多様化、少子高齢化の進展など市民生活を取り巻く環境

が大きく変化しています。今日の庁舎には、市民がもっと身近に、日常的にサービスを利用でき、

また、多彩な市民活動や市民交流に対して施設空間を提供するなど、より多くの市民に親しまれ

る施設としての役割が求められています。また、本市の特徴を活かした庁舎を計画することによ

り、まちの活性化にも繋がると考えます。 

また、行政計画策定への市民参画や行政の市民活動への支援を積極的に推進し、庁舎整備をき

っかけに市民と行政が共に力を合わせて、市民協働を推進していくことが重要です。 

基本理念に基づきあるべき役割（庁舎としての基本方針）として下記項目を考えております。 

① 誰もが利用しやすい庁舎 

○ 出入口、通路、パブリックスペースの全てにおいて、ユニバーサルデザイン（※１）

を導入します。 

○ ワンストップサービス（※２）機能の充実した窓口スペースを計画します。 

○ 掲示板やサイン等を充実させ案内性に優れた庁舎施設とします。 

② 市民の交流、情報交換が図れる庁舎 

○ 市民サービスの充実を図れる利便施設を計画します。 

○ 市民広場等のパブリックスペースを庁舎施設内外に計画します。 

○ 市民活動用会議室や、研修施設等の市民共用のスペースを計画します。 

○ 市民が市政に関する情報を得られ、市民、議会・行政が交流・連帯し、協働を円滑に

できる庁舎とします。 

③ 観光、産業の発信地となる庁舎 

○ 地域アピール等の促進や地場産業、観光案内等の活動スペースの提供を計画します。 

④ 地域らしさを活かした庁舎 

○ 素材やデザイン、サイン等に地域らしさを活かします。 

○ 木更津市らしさを活かし海の見える施設計画とします。 

 

・基本理念-2 市民の安心・安全な暮らしを支える庁舎 

日常の市民サービスの拠点となる庁舎は、市民が届出などの必要な手続きを行う市民サービス

の場としての役割と、災害時の拠点として市民の安心・安全を支える場としての役割も併せ持っ

ています。 

平成７年の兵庫県南部地震以降、新潟県中越地震、能登半島地震、東北地方太平洋沖地震等、

大規模な地震が頻発しており、市民の防災に対する意識が高まっています。特に、平成２３年３

月の東日本大震災以降、地震や津波等の自然災害に考慮する自治体が増えています。 

自立性を備えたライフラインの代替設備や防災備蓄を備えた、防災拠点としての機能を発揮で
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きる施設であることが重要と考えます。新庁舎は、庁舎としての十分な耐震性能を確保し、長期

間使い続けられる安全な施設とします。 

基本理念に基づきあるべき役割（庁舎としての基本方針）として下記項目を考えております。 

① 安心・安全を備えた庁舎 

○ 情報管理など高いセキュリティ機能を備え、市民の情報財産を守り、外部からの進入

防止などを備えた安全・安心な庁舎施設とします。 

② 防災拠点の機能が果たせる庁舎 

○ 災害時に防災拠点としての設備、機器等を配備した施設とします。 

○ 生活物資の備蓄ができる施設とします。 

○ 防災対策本部の機能を備えた庁舎施設とします。 

③ 自然災害に対応した庁舎 

○ 災害に強い庁舎施設を計画します。 

・耐震性を確保した施設計画とします。 

・津波や浸水、液状化を想定した施設とします。 

 

・基本理念-3 将来の変化に対応可能で効率的な運営のできる庁舎 

今日の高度情報化社会の進展は、市民生活を取り込み、行政の分野においても、総合的な行政

運営の手段として、より質の高い市民サービスの提供と効率的な行政事務の実現が期待されてい

ます。将来的には、市役所に出向かなくても、各種証明や申請が可能となることが予想され、窓

口のあり方も変わっていくと考えます。空きスペースが生じることも予想され、そのようなスペ

ースは、間仕切りの変更などによって相談機能の充実や市民の利活用スペースへ転換を図るなど

有効に活用し、長期間使い続けられる施設とします。 

このようなことから、新庁舎は、市民ニ－ズの多様化・高度化、地方分権の進展、少子高齢化

による人口減少など、行政需要の変化に柔軟に対応できる施設であることが重要です。 

基本理念に基づきあるべき役割（庁舎としての基本方針）として下記項目を考えております。 

① 人口の変化（合併等）を見据えた庁舎 

○ 将来の増設を考慮した施設配置計画を行います。 

② インフラ等の増設、メンテナンスの対応が可能な庁舎 

○ 将来の増設を考慮した建築構造計画を行います。 

③ レイアウト変更（狭くする、広くする、移動する）ができる庁舎 

○ 執務スペースのレイアウト変更に対応した庁舎施設とします。 

○ 設備配管のメンテナンスが容易に行える庁舎施設とします。 

④ 新技術に柔軟に対応できる庁舎 

○ 情報通信技術（ＩＣＴ）など最新技術更新に対応できる施設とします。 
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・基本理念-４ 地球環境に配慮し、ライフサイクルコストを縮減できる庁舎 

地球温暖化や環境破壊が問題となっている今日、計画、建築から運用、廃棄までのライフサイ

クルを通して、環境負荷を少なく環境保全対策の模範となる施設整備を目指します。 

基本理念に基づきあるべき役割（庁舎としての基本方針）として下記項目を考えております。 

① 自然環境を最大限に利用し、人と自然をつなぐ、環境に配慮した庁舎 

○ 自然エネルギーの利用を考慮した施設計画とします。 

○ 太陽光や自然通風などを取り入れた、省資源、省エネルギー対策に配慮した庁舎施設

とします。 

○ リュース・リデュース・リサイクル（※３）を目指します。 

② ライフサイクルコストを縮減 

○ 施設の長寿命化、維持管理の効率化、スペースの汎用性、将来の施設改修・設備更新

への対応を容易にするなど、ライフサイクルコスト縮減に考慮した長期的に経済効率

の高い華美にならない庁舎を目指します。 

○ 機能性、効率性を重視し、建設に要する費用の削減に努めた庁舎施設を目指します。 

 

 

※１ ユニバーサルデザイン 

 すべての人にとって共通に、安全で使いやすい製品や快適で不便のない生活環境をデザ

インしていくという考え方。 

  ※２ ワンストップサービス 

 一度の手続きで、必要とする関連作業を全て完了させられるように設計されたサービス。 

 ※３ リュース 

   一度使用したものをそのままの形で再び使用すること。 

    リデュース 

   廃棄物を減らすこと。 

   リサイクル 

不用品や廃物を再生して利用すること。 
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３．新庁舎に求められる役割、機能 

 

3-1 新庁舎に求められる役割、機能 

庁舎の機能は主に「窓口機能」、「執務機能」、「議会機能」、「施設管理機能」の四つに分類する

ことができます。更に、近年では庁舎に、「誰もが利用しやすい庁舎」、「市民が憩い・集える庁舎」、「ま

ちづくりの中核となる庁舎」、「安心・安全な庁舎」、「防災拠点としての庁舎」、「ライフサイクルを意識した庁舎」、

「環境に配慮した庁舎」、「情報化に対応した庁舎」、「効率的で働きやすい庁舎」、「行政改革を推進する庁舎」の

役割、機能が求められています。 

① 窓口機能 

庁舎独特の空間で、住民に直接対応する市民課、納税課などで、待合ロビーと広い事務空間に

より構成されます。また、市民相談室、情報閲覧室等が必要となります。 

② 執務機能 

一般オフィスビルに近い空間で、職員が事務を取り扱う部分です。そのほか会議室、資料室等

の施設機能が必要となります。 

③ 議会機能 

議場、全員協議会室、委員会室、正副議長室、議員控え室、議会事務局などからなり、他から

の独立性を要求される部門です。また、議員図書室等の情報資料室が必要となります。 

④ 施設管理機能 

庁舎施設を維持管理する機能で、機械室、電気室、守衛室等のその他必要諸室となります。 

⑤ 誰もが利用しやすい庁舎 

庁舎へのアクセスを整備し、庁舎内を分かりやすく、フロア構成と動線計画が見やすく分かり

やすくする案内表示を備えた、ユニバーサルデザインへの配慮が必要となります。また、総合窓

口の設置と共にワンストップサービスの実施が可能な施設計画、組織編成が必要です。 

また、生活利便施設を併設し誰もが利用できる、利用しやすい施設が求められています。 

⑥ 市民が憩い・集える庁舎 

住民参画や情報公開の場の提供できるスペースを充実させ、市民が普段から行きたくなるようなパブリッ

クスペース等充実を図り、NPO等、市民活動の支援のための施設や制度の充実が求められています。 

⑦ まちづくりの中核となる庁舎 

木更津市らしさの情報を発信し、地域アピール等の促進を進め、地場産業や観光等の案内が可

能な施設計画が求められています。 

⑧ 安心・安全な庁舎 

庁舎施設の耐震性を確保することにより、庁舎機能が損なわれることが無く、市民に対し有効な情報提供

が可能となり、安心・安全な庁舎施設となります。そのための方策として免震・制震構造の導入や非常用電
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源の設置を考慮した庁舎施設が求められています。また、災害予測調査結果等に配慮した計画が求められて

います。 

⑨ 防災拠点としての庁舎 

災害時の防災機能の整備や情報機能の強化、生活物資の備蓄や非常用電源及び自家発電の設備を設置する

ことにより、防災拠点としての庁舎となります。また、オープンスペースを十分に確保することにより、災

害時の一時避難場所、待避場所とすることも可能となります。 

⑩ ライフサイクルを意識した庁舎 

柔軟に変更対応ができる諸室を有し、維持管理のしやすい素材や素材の耐用年数を考慮した庁舎施設が求

められています。また、自然エネルギーの利用を行い、シンプルかつ低コストでの運営が可能な庁舎が望ま

しいと考えます。 

⑪ 環境に配慮した庁舎 

建設時において、エコマテリアル（※１）を使用し、施設・設備の長寿命化を図ることが求め

られています。また、周辺環境への十分な配慮を行う計画が求められています。 

また、省エネルギーを実現する為に自然エネルギーの利用や、廃棄物の削減に努めた庁舎施設

運営が求められています。 

⑫ 情報化に対応した庁舎 

庁内の情報環境の充実を図り、電子行政（書類の電子共用化や庁内のネットワークの整備、及

び庁外とのネットワークを整備しコンビニエンスストア等での行政手続を可能とする）の広範囲

業務の実現が求められています。 

⑬ 効率的で働きやすい庁舎 

余裕あるフロア構成が望ましく、執務効率を考慮したワークスペースや共有空間を確保し、また、収納ス

ペースも十分に考慮されることにより効率的で働きやすい庁舎となります。 

⑭ 行政改革を推進する庁舎 

時勢に対応した組織体制を整備し、行政機能及び組織の分散又は集中に対応可能なレイアウト

変更が容易にできることが求められています。 

 

 

※1 エコマテリアル 

環境への悪影響が少ない材料の総称。 
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４．新庁舎の立地条件及び配置計画 

 

4-1 候補地の立地条件の整理 

（１）立地場所の考え方 

 敷地選定に当たっては、さまざまな条件に照らし合わせ選定することが大切であり、以下の

項目の検討が必要であると考えます。 

 １．市民の声 

庁舎・木更津市の現状に関する意見として以下のような意見があります。 

① 駅前（駅西口）活性化を求める声 

 駅周辺は廃れてしまい寂しい街になってしまった。街の活性化のためには、駅前復活が

必要。賑わいと利便性充実の声も多い。 

 ② 現状（仮）庁舎維持の声 

    朝日庁舎は利用する側にとっては、とても便利であり既存の事実を有効に活用する声。 

 ③ 気軽に集まれる庁舎 

    市民が気軽に集まれる庁舎を作ることで市のことに興味がでて街が活性化されるとの声。 

 

 ２．これからの庁舎とは、 

 ① 市民・利用者ファースト 

    市民や利用者の利用しやすさが最重要。適した場所で市民、利用者へ寄り添う。 

    （市民の声の反映） 

 ② 働き方改革による業務効率化 

    情報通信技術(ＩＣＴ)を駆使したネットワークやテレビ会議を積極導入。 

    どこでも働けるワーキングスタイルにより、業務効率化と生産性向上。 

 ③ 持たざる運営 

    自治体による新たな土地、建物取得は極力回避し、時代に即し、カタチ（面積）をフレ

キシブルに変更できる入居方式がベスト 

 

３．公共施設再配置計画に基づく、公共施設再配置基礎調査を受けて木更津市が作成

したプラン 配置ポイント 

～市庁舎は、時代の変化に合わせフレキシブルに～ 

新庁舎の立地については、平成２８年度に策定された公共施設再配置計画に基づき、庁舎の

みの立地を考えるのではなく、市民の用に供することが最も重要ですが、他の公共施設との配

置のバランス、複合化等を考慮する必要があります。 

  公共施設再配置計画に基づいた公共施設再配置基礎調査によって木更津市が示したプランに

よると、次のとおりとなります。 
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ポイント１ 官民連携による市庁舎整備 

●木更津駅西口周辺に「市庁舎、市民交流スペース等」（民間施設の一部を賃借） 

●朝日庁舎周辺に「市庁舎」（民間施設の一部を賃借） 

 （メリット） 

○駅西口周辺 

・駅周辺に配置することで、公共交通機関を利用する人にとり便利である。 

 ・駅周辺に賑わいをもたらす。 

 ・パークベイプロジェクト、富士見通り再開発等中心市街地活性化施策との連携がとれる。 

 ○朝日庁舎周辺 

 ・窓口を利用する市民にとりアクセス等利便性がよい。（窓口機能の集約） 

 ・広い駐車場を確保できる。 

 ・買い物ついでに用が足せる。 

 （デメリット） 

 ・庁舎が２つに分散します。 

※参 考 

【旧庁舎跡地とした場合】 

（メリット） 

・市が進めるパークベイプロジェクトや、イオンモール木更津等の集客施設と併せて駅の西側

に一日中滞在できるエリアが誕生し、機能集約による効率化により収益性が高まります。 

（デメリット） 

・木更津駅中心部に行政施設が無くなります。 

・賑わいの偏りにより駅周辺部の賑わいが失われる懸念があります。 

・市役所が徒歩圏外となり利用者利便性の課題があります。 

・防災計画と交通弱者対応の必要が生じます。 

【木更津駅前とした場合】 

 （メリット） 

・立地を最大限に活用でき、利便性の優れた複合施設が誕生し、機能集約による効率化により

収益性が高まることが十分見込まれます。 

（デメリット） 

・駅周辺には市が所有する十分な土地がないため、民間デベロッパーの新たな開発が前提とな

り、民間デベロッパーによる土地取得の進捗によっては、スケジュールの見通しが立たず、大

幅に遅れる懸念があります。 

・駅周辺は袋小路のため、駅前に集約すると交通の大渋滞となる懸念があります。 

 

ポイント２ 学校と公民館の複合化（木更津第一中学校と中央公民館の複合化） 

●コミュニティ機能向上（多世代交流） 

●公民館の機能向上（特別教室（音楽室、家庭科室、技術室等）の有効活用） 
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ポイント３ 中規模ホールの新設 

●旧庁舎跡地を文教ゾーンとして中規模ホール、広場、市民交流スペース、商業空間等整備 

 

ポイント４ 市民体育館の更新 

●ウエルネスゾーンとして、屋外に運動スペースを整備 

●既存市民体育館の機能の充実化（シャワールーム、更衣室、選手控え室の増設） 

 

ポイント５ 図書館の機能見直し 

●機能の分散化（駅前図書館⇒雑誌等、現図書館⇒児童書等） 

●レンガ調の外観を利用した民間施設（カフェ等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 朝日庁舎 周辺敷地 】 
民間商業施設等 複合施設 
・市庁舎（市民向け） 
・商業施設 
【 駅周辺敷地 】 
高度集積型 複合施設 
・市庁舎 
・市民交流スペース等 
・市営駐車場併設 

【 図書館 ・文京公民館敷地 】 
機能見直し 

【 中央公民館跡地 】 
・中央公民館駐車場 

【 木更津第一中学校 敷地 】 
複合化 
・木更津第一中学校 
・中央公民館 

【 市民会館 ・市民体育館 敷地 】 
ウェルネスゾーン 
・体育館 ・運動 スペース 
・シャワールーム、更衣室 、 選手控え室 

【 旧庁舎跡地 】 
文教ゾーン 
・中規模ホール 
・広場 
・市民交流スペース 
・図書スペース 
・商業施設（カフェ等） 

ポイント１ 

ポイント２ 

ポイント３ 

ポイント４ 

ポイント５ 



 

 - 13 -  

 

4-2 配置計画 

（１）配置計画の考え方の整理 

●駅（西口）前周辺 

利便性が良く、法人からの利便性等評価が高いことより、法人対応が多い部署、市民の来庁が

少ない部署を設置。 

また、週刊誌等を読みながら、人が集えるための交流スペース（図書機能を備えたコミュニテ

ィスペース）を併設する。 

●朝日庁舎周辺 

地域密着ショッピングセンター等と連携し、大きな駐車場を活用した市民が日常的に来庁する

部署を設置する。 

 

（２）現在の仮庁舎の配置 

 

 

 

バス駐車場 

市庁舎敷地 
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（３）駐車場計画 

現在の仮庁舎では次のとおり駐車場を利用しています。 

●駅前庁舎 

 駅西口駐車場 ４３５台利用 

●朝日庁舎周辺駐車場 

 地域密着ショッピングセンター等と共同利用 
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５．新庁舎の規模及び概算事業費 

 

5-1 新庁舎の規模算定の基本 

（１）現在の仮庁舎の状況 

１．駅前庁舎 

 ○木更津駅前西口の商業施設「スパークルシティ木更津」延べ床面積 

 ８階 ２，３８７．６８㎡ 

        ７階 １，１６１．４８㎡ 

 ○職員は現在約１５０人が勤務している 

 ○法人部門、市民の来庁が少ない部署を設置 

７階に市議会・市議会事務局 

８階に総務部・企画部・経済部・監査委員事務局  

６階に中央公民館 

２．朝日庁舎 

 ○木更津市朝日にある商業施設「イオンタウン木更津朝日店」延べ床面積  

         ２階 ７，２９２㎡ 

 ○職員は現在約５００人が勤務している 

○市民が日常的に来庁する部署を設置 

 財務部・市民部・健康こども部・福祉部・都市整備部・会計室・教育部 

農業委員会・選挙管理委員会 

  

5-2 規模算定 

 賃借の相手方との交渉で、庁舎として必要な機能、役割が行える規模の施設を賃借するよう協

議します。 
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5-3 整備計画 

（１）新庁舎の機能 

従来の市庁舎の主な機能は、窓口機能、執務機能、議会機能、施設管理機能であったが、新庁

舎では市民サービスの向上や高度情報化社会における業務環境の変化への対応、また、防災機能

の強化等が重要となっています。 

新庁舎整備計画にあたっては、従来の基本機能に、新たに市民協働機能、防災機能を加えて、

庁舎に必要な機能が有機的に構成されている必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁舎機能イメージ 

※機能的には一体であるが視覚的に２つの庁舎に分庁しているイメージに差しえる。 

（２）庁舎機能と配置 

庁舎については、ワンストップ行政サービス提供の中心となる利用度の高い市民窓口部門につ

いて、朝日庁舎周辺に、付帯機能として広く市民に開放される市民協働機能を駅前庁舎に複合さ

せ、行政の執行部門と防災機能、独立性の確保が必要な議会機能やセキュリティ管理が必要な機

能を駅前庁舎に配置する等、分庁している場合のアクセス性を考慮しながら、利便性と効率性を

兼ねた庁舎機能の配置に配慮する必要があります。 

市民協働機能 

・市政情報センター 

・市民交流スペース 

・多目的スペースなど 

防災機能 
議会機能 

・議場 

・委員会室 

・議員控室 

・その他必要諸室 

・防災センターなど 
事務室機能 

・執務スペース 

・会議室 

・共通スペース 

・その他必要諸室 

窓口機能 

・市民サービス 

・窓口業務 

施設管理機能 

・守衛室 

・機械室 

・電気室 

・その他必要諸室 

基 本 機 能 

付 帯 機 能 
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（３）諸施設の整理 

新庁舎の必要規模の算定にあたっては、総務省の地方債同意等基準による施設区分を参考に諸

室を区分し算定します。なお、新たに追加を検討する防災機能等については、各基準には具体的

に規定されていないため、付帯機能として区分を整理します。 

 

表 各室の定義 

 区分 定義 

1.基本機能 ①事務室 特別職（市長・副市長・代表監査・教育長）の個室および応接室、部長職

以下の職員の事務スペース 

 ②会議室等 会議室、電話交換室、便所、洗面所、湯沸室、受付、守衛室、守衛宿直室、

控室（運転手、清掃作業員等）、保健室、売店、食堂、機械室、電気室、

自家発電室等 

 ③倉庫 倉庫スペース 

 ④議会 議場、委員会室、議員控室（議場まわりの通行部分、階段、エレベータ等）

等 

 ⑤玄関等 玄関、ロビー、廊下、階段、エレベータ、その他の通行部分等 

2.付帯機能 ①防災機能 防災センター(災害対策本部室、備蓄倉庫等) 

 ②市民協働機能 市政情報センター、市民交流スペース、多目的スペース等 

 ③その他 ワンストップサービス窓口、相談室、キッズスペース、市民ロビー等 

 

 

（４）現在の仮庁舎の機能及び配置 
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5-4 概算事業費の算出 

（１）概算事業費の検討 

庁舎整備費の手法として、以下の 3 種を比較検討する。 

（公共施設再配置計画基礎調査中間報告より） 

 

 ①庁舎所有（PFI方式）  

〈整備条件〉 延床面積 ：18,000 ㎡  

事業費 ：約 115 億円（64 万円/㎡）、光熱費 約１億円/年  

年間維持管理費（16 年目以降）：約 3 億 1 千万円  

大規模改修費：約 45 億円（30 年ごとに実施）  

＊事業費参考 『奈良県橿原市役所（2015 年度～）』 庁舎と同一建物内に、民間事業者への貸

付け施設あり  

＊PFI 事業期間は 15 年とする 

 

 ②庁舎所有（DBO方式）  

〈整備条件〉 延床面積 ：18,000 ㎡  

建設費 ：約 101 億円（56 万円/㎡）  

年間維持管理費：約 2 億 8 千万円 

 大規模改修費：約 45 億円（30 年ごとに実施）  

＊事業費参考『庁舎整備事業手法検討報告書（平成 25 年度）』 

 

 ③庁舎賃借  

〈整備条件〉 

 ○朝日庁舎周辺敷地  

延床面積 ：15,000 ㎡  

年間賃借料：約 2 億 1 千万円  

維持管理費：約 2 億 4 千万円  

○駅周辺庁舎  

延床面積 ：3,000 ㎡  

年間賃借料 ：約 4 千 6 百万円  

維持管理費：約 5 千 2 百万円  

＊現在の駅前庁舎及び朝日庁舎賃借料を参考とする。 

 ＊別途、移転・改修費（内装・設備等整備）を要する。  
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次のグラフより、一般的賃借期間である 30 年目に庁舎の規模・配置等を見直すと想定すると、

コスト面では賃借が有利と判断できる。 

市民・利用者にとって、事業手法（建設、賃借）ではなく、庁舎について必要な役割、機能が

重要であり、同様に 30 年後で比較すると、賃借であれば、所有に比して５０～６０億円を他の市

民サービスに使用することが出来ると想定できる。 
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６．整備事業手法 

 

前記５概算事業費の検討及びこれからの庁舎のあり方、以下３項目を考慮すると「賃

借」が最適と考える。 

 

 １．市民・利用者ファースト 

    市民や利用者の利用しやすさが最重要。適した場所で市民、利用者へ寄り添う。 

   （市民の声の反映） 

 ２．働き方改革による業務効率化 

    情報通信技術(ＩＣＴ)を駆使したネットワークやテレビ会議を積極導入。 

    どこでも働けるワーキングスタイルにより、業務効率化と生産性向上。 

 ３．持たざる運営 

    自治体による新たな土地、建物取得は極力回避し、時代に即し、カタチ（面積）をフレ

キシブルに変更できる入居方式がベスト 

 

賃借することによる効果 

●市庁舎を賃借することにより、建設に係る初期投資費用が抑えられる。 

●市庁舎を賃借することで、建物を所有するリスクである建物維持管理・整備費（大規模改修・

解体・修繕）等が、軽減される。 

●市庁舎を賃借とすることにより、人口減少や経済状況の変化に合わせて場所や規模の変更がで

き、経費縮減が期待できる。 

●市庁舎を賃借とすることにより、他の賃借をしている民間事業との相乗効果が期待できる。 

 

 


